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表３－１－２に示すような取組内容別に、実施事業者数と取組割合を業種別に整理した。どの業種とも、
照明、空調、配送の運用に関する取組は５０％以上と、設備更新よりも運用面での実施率が高いことがわか
る。製造工程に関する取組は、食品製造業における取組の割合が高い。また、どの業種においても冷凍・
冷蔵の保管に関する取組は、運用・設備更新ともに実施率は低く、取組の余地があると言える。 

表３－１－１　エコアクション２１の環境活動レポートの調査対象事業者数

表３－１－２　取組別事業者数及び割合

図３－１－５　業態別の取組割合

３－１　食品産業におけるエネルギー削減の取組状況
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また、業態別の省エネに関する取組内容は以下のとおりである。 

表３－１－３　業態別の主な取組内容

３－１　食品産業におけるエネルギー削減の取組状況
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このほか、食品事業者特有の取組としては以下の内容が見られた。
【製造業】
　・保温（温水／蒸気配管、タンク等）
　・火入れ時の集中稼働
　・排熱の再利用
　・冷蔵庫使用時間の適正化
　・洗浄の効率化　等
【卸売業・小売業】
　・冷ケース吹き出し口の清掃
　・ナイトカーテン、ナイトカバーの設置　等

⑶　節電の取組内容
昨年度の小売業を対象として実施した調査から、東日本大震災以降の節電の取組が、CO２削減にも寄与

していることがわかった。そこで、食品業界における節電の取組について整理した。
　ⅰ）節電結果報告書のレビュー

関連する公表されている調査・報告書等を整理した。

　　①平成２３年度６次産業化構造調査
平成２３年度に財団法人食品産業センターにより製造業を対象に実施されたアンケート調査によると、

「照明・空調・エレベーター間引き」の取組実施率が高く、「勤務時間シフト」や「休暇シフト」も６０％
程度の実施率となった。また、全体を通して、中小企業より大手企業の取組み実施率が高く、特に
「自家発電、蓄電池の導入活用」については、大手企業が７０％の取組み実施率となっているのに対し、
中小企業は２６％と実施率に大きな差がみられた。

 

表３－１－４　食品関係事業者の節電の取組状況に関するアンケート調査及び報告書

表３－１－５　夏季における食品製造業における節電取組実施率（％）

３－１　食品産業におけるエネルギー削減の取組状況
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　　②平成２３年、平成２４年スーパーマーケット年次統計調査報告書
全国のスーパーマーケットを対象に実施された統計調査から、節電等の取組に関する項目を整理し
た。
前年と比べた削減割合は、平成２４年が平成２３年より高い削減割合を示す結果となった。

また、節電取組別の実施率の推移を比べると、照明調整、空調調整及び冷蔵庫調整など運用に関す
る取組の実施率は低下する傾向を示し、照明機器の導入、空調機器の導入及び冷凍機器の導入など設
備更新に関する取組の実施率は増加する傾向を示した。 

図３－１－６　夏季における食品製造業における節電取組実施率

表３－１－６　対前年平均削減割合（％）

３－１　食品産業におけるエネルギー削減の取組状況
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　　③さいたま市地域経済動向調査
さいたま市が実施した地域経済動向調査による飲食店の平成２４年度夏の節電取組の実施率は、企業
全体の取組み実施率に比べて、「操業・営業時間の短縮や変更」、「操業・営業日の変更」及び「生産・
サービスの抑制」などの実施率が高く、「ブラインド・遮熱シート等の設置」の実施率が低い結果を示
した。これは、飲食店の業態がサービス業のため営業時間の変更等の取組の実施が容易であることに
起因し、また、開口部の面積が広いことが取組の実施率が低い要因と考えられる。

　ⅱ）節電取組に関するヒアリング調査
節電取組の実施状況等を把握するため、食品事業者へのヒアリング調査を実施した。ヒアリング結果
の概要を表３－１－９に整理した。

表３－１－７　各年の節電取組の実施率（％）

図３－１－７　各年の各種節電取組の実施率

表３－１－８　平成２４年度夏の節電取組実施率（％）

３－１　食品産業におけるエネルギー削減の取組状況
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各社のヒアリング結果を踏まえると、節電の取組は、電力需給のひっ迫対応として実施してきている
が、生産性・生産効率の確保が省エネには最も重要なポイントであり、生産性・生産効率の確保・向上
につながる取組を優先して行くことが有効と考えられる。

 

表３－１－９　ヒアリング結果

３－１　食品産業におけるエネルギー削減の取組状況
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３－２　食品産業におけるエネルギー削減の考え方
エネルギーコストの削減は企業経営の改善に直結することから、積極的な取組が期待される。ここでは、
事業所におけるエネルギー削減対策の考え方を整理した。

⑴　節電と省エネの違いと進め方
東日本大震災後、国の節電要請により各事業所において大規模な節電の取組が進められた。この結果、

２３年度の調査では商業施設において省エネの効果も生まれていることがわかった。しかしながら、節電と
省エネは目的が異なる。
省エネは、同じ社会的・経済的効果をより少ないエネルギーで得られるように、効率的なエネルギー利
用を図っていくことである。これに対して今般取り組まれている節電は、使用最大電力を削減することで
あり、カット（電力需要がピークの時間帯に使用電力を抑制すること）、シフト（電力設備の運転時間を
夜間等にずらし、昼間の電力ピークをカットすること）、チェンジ（電力需要がピークの時間帯に電力以
外のエネルギーに転換すること）などの方法がある。すなわち、省エネは確実にCO２削減につながるが、
節電は必ずしもCO２排出総量の削減になるとは限らない。
しかしながら、節電の取組によるエネルギー消費そのものに対する関心の高まりは、確実に消費エネル
ギー総量の削減にもつながったと考えられる。また、食品工場では様々な設備を使用しているが、生産計
画を立てることにより起動・稼働時間をずらすことができれば、最大消費電力を低くする（ピークカット）
ことができ、省エネのみならず、契約電力料金の低減にも寄与する。
こうした構造を理解した上で、効率的に省エネ対策・節電対策を進めていくことが必要である。

⑵　エネルギー消費構造の把握
事業所・工場等で消費されるエネルギーは、生産量や売上に比例する比例分と、生産量に関係なく使う
固定分とに分けられる。ここで、固定分については、図３－２－１の方法でエネルギー消費量をプロット
した際の回帰直線の切片bとして表現される。なお、エネルギー消費量のカウント方法には、電力、石油、ガ
ス等の燃料別、工場、事務所等の部門別、工場内の工程別等の区分があり、細分化したデータを収集する
ことで、より実態に近い値が把握できる。
 

図３－２－１　固定分エネルギーと比例分エネルギー

３－２　食品産業におけるエネルギー削減の考え方
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固定分は、理想的にはゼロに近づけることが有効であるが、この内訳はユーティリティ設備や冷蔵・冷
凍設備、照明や換気等の生産環境維持設備、立ち上げ・停止に必要なエネルギー、事務所の空調・照明・
給湯等であり、この中を詳細に分析し、本来の操業・稼働に必要なエネルギーとロス分とを区分すること
が必要である。
比例分については生産量に応じているが、最も相関の高い数量（生産量、売上等）で割った原単位（傾
き：a）で把握し、管理していくことが必要である。
このような分析を行うことによって「基準」を見出すことができ、見出した基準が妥当であるかどうか
は、エネルギー消費状況について関係者の共有認識を持つための第一歩となる。それに対して目標設定や
達成状況を評価していくことが重要である。

⑶　エネルギーロスの把握
設定した目標を達成するためには、ロス分を抽出して削減することが必要である。工場を例にした場合
のロス分の構造を図３－２－２に示す。ロス分はA～Dの総量である。

　

Aは、不要な場所・時間の照明、必要以上の室温設定等、本来不要なエネルギーであり、限りなくゼロ
を目指すことが期待され、関係者全員が各自意識して、日々の活動パターンの見直しにより削減していく
ことが求められる。

図３－２－２　工場で無駄にしているエネルギーのイメージ

３－２　食品産業におけるエネルギー削減の考え方
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Bは、固定分に関するエネルギーロスであり、配管からの放熱の削減（保温）、予熱・予冷・後冷却運転
時間の適正化、待機運転時間の削減、冷蔵・冷凍設備の適温化等を行うことにより削減する可能性がある。
また、省エネ設備への交換も有効な削減方策といえる。
Cは、生産量に応じた比例分であり、生産量が増加すればエネルギー消費量も増加する。しかしながら、
コンプレッサからのエア漏れの改善、作業に合わせた照度の照明等、エネルギー消費原単位自体の削減を
進めていくことが必要である。
Dは、エネルギーを投入して製造したものの売上げに結びつかなかった製品等であり、成形不良品や期
限切れ在庫等は、それらの製造に投入したエネルギーが無駄になっているということになる。
ロスを削減するには、A～Dについて総合的に実態を把握し、対策を行っていくことが必要である。なお、
BやCについては、当然日頃から生産コストの削減をしている立場からは見出しにくいロスでもあるため、
外部の省エネ診断等を受けることも効果的である。 

３－２　食品産業におけるエネルギー削減の考え方
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３－３　食品産業におけるエネルギー削減の具体的な方策
ここでは、食品関連事業者において関係の深い主な項目について、削減対策の考え方を整理する。ヒア
リング結果や一般書からの引用を含むため、具体的な方法については、メーカーへの照会や専門書の確認、
省エネ診断の受診等により実施されたい。

⑴　加熱機器の省エネ
　ⅰ）ボイラ

食品産業では多くの加熱工程があり、ボイラの導入率は高い。ボイラは、水を加熱して温水または蒸
気を取り出し、加温・加湿、暖房、給湯や吸収式冷凍機等の熱源として利用されている。
ボイラの定格運転効率は、１９７０～１９８０年頃の９０％程度から１９９０～２０００年頃には９５％程度、現在は１００％
を超える効率に向上しており、機器の高効率化が進んでいるため、ボイラの更新などの機会を捉え、高
効率ボイラへの転換を検討することが望ましい。
また、ボイラは適正な運転管理により省エネにつながる。例えば、ボイラは燃焼用空気が不足して燃
料が不完全燃焼している場合は燃料に未燃分が残り無駄となるが、完全燃焼以上に燃焼用空気を増やす
と過剰空気による熱損失が生じる。このため、適切な空気比を保ち完全燃焼させることが必要であり、
省エネ法では基準空気比を表３－３－１のようにすることが定められている。基準空気比に対して０.１
近づけると０.８～１.０％の省エネ効果が期待できる。

　ⅱ）蒸気量の制御
食品工場で加熱や殺菌に使用される蒸気の使い方を改善することにより、品質・生産性向上、コスト
低減、省力化等の効果が得られる可能性がある。蒸気を有効利用するためには、「蒸気原単位管理」が必
要であり、機械・設備毎の蒸気使用量と生産量を計量、モニタリングし、設備単位・工程単位・工場全

表３－３－１　ボイラの基準空気比

資料：省エネ法告示６６号「判断基準」より

３－３　食品産業におけるエネルギー削減の具体的な方策
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体の管理を行うことが望ましい。
○事例：蒸し器の流量制御による省エネ
日本水産株の安城工場では、省エネルギーのための新たな改善テーマを見つけるため「エネルギー
使用量の見える化」を推進してきた。見える化システムの中で第一に発見されたのが蒸し器の蒸気量
が安定していないことであった。そこで、蒸気量の安定化を図るため、制御方式を蒸気圧力制御から、
蒸気流量制御に変更した。この結果、蒸し器の蒸気使用量が安定化し、ボイラにおける都市ガスの使
用量年間６５千　㎥ 以上（原油換算で７７.５kL／年）削減された。
この他にも、見える化システムによって、設備の運転開始時間や休日の電力消費等の無駄が発見さ
れた。平成２１年からの３ヵ年の累計投資金額に対して、改善による効果は２５％を超える金額となって
いる。本事例により、日本水産安城工場は平成２３年度エネルギー管理優良事業者　中部経済産業局長
賞を受賞している。

　

　ⅲ）断熱による効率化
加熱機器においては、断熱を強化することにより、燃料使用量の削減のみならず、放熱による作業環
境の悪化を防止する効果もある。
○オーブンの断熱強化による省エネ
株ハチカンでは、生産ライン数の増加に伴いオーブンの台数が増加するとともに稼働時間が延長し、
放熱による作業環境の悪化とLPG使用量の増加が問題となっていた。このため、オーブンの扉と天井
面、下面に２５　㎜ のセラミックウール製の断熱材を貼りつけた結果、原単位実績（平均）で１３～１５　㎥ ／tの
LPG使用量の削減効果が得られている。

 

３－３　食品産業におけるエネルギー削減の具体的な方策

図３－３－１　蒸し器蒸気使用量の安定化の事例
資料：日本水産株資料
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⑵　エアコンプレッサの省エネ３）

エアコンプレッサは、生産設備の中の動力源としてエアシリンダ、アクチュエータに使用されたり、水
切りや切粉払いのエアブロー、冷却用空気、空気シール、エア搬送等に多用されている。一般に、製造工
場では消費電力の２０％がエアコンプレッサの消費電力となっているとも言われている。食品産業に限らず、
多くの工場で導入されているが、少しの圧力差で、また、微細なエア漏れでも動力に大きな差が出るため、
メンテナンスを行い、適切な状態で使用することが有効である。
エアコンプレッサの市場は、小中型はスクリュー式で、３００kW以上のターボ型とすみ分けている。モー
タ出力を風量で割った値が比動力で、小さい方がエネルギー消費が少ない。図３－３－３から、１台あた
りの容量が大きい方が省エネであることがわかる。比動力の差は以下のようになる。
７５kWと１５０kWでは約１２％　　　１５０kWと３００kWでは約７％
３００kWと６００kWでは約５％　　６００kWと１,２００kWでは約２％
 

３－３　食品産業におけるエネルギー削減の具体的な方策

図３－３－２　断熱材の使用によるオーブン表面温度の変化
資料：株ハチカン資料

３）長谷川和三　すぐ役に立つ製造現場の省エネ技術－エアコンプレッサ編、２０１２

図３－３－３　汎用エアコンプレッサの市場
資料：長谷川和三　すぐ役に立つ製造現場の省エネ技術－エアコンプレッサ編、２０１２
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一方、集中化・大型化には表３－３－２のようなメリット・デメリットがあるため、コンプレッサのユ
ニットを大きくして台数を減らし、集中型の設置を選ぶことが省エネに繋がるといえる。実際には、集中
型による負荷の平準化後の最大使用量と、休日などの最小使用量から台数を決定し、メーカーから見積を
とって比較することが望ましい。

運転面における省エネ方策としては、運転圧力の低減、負荷に応じた制御、吸入温度の低下、除湿機の
選択等がある。一方、一般工場では、空気漏れは空気量全体の２０％を占めるという報告もあり、点検・対
策により削減することが求められる。空気漏れの確認は、休日等の工場停止時に、吐出圧力を保持するの
に必要な吐出量を測定するのが一般的である。

⑶　空調・照明・冷凍設備の省エネ
空調は、施設内の温度を一定に保つために利用されており、夏季及び冬季のエネルギー消費に与える影
響が大きい。空調の設定温度を夏季は２８℃、冬季は２０　℃ に設定することが一般的になりつつあり、設定温
度を１　℃ 変更することで、冷房は５～７％、暖房は２～３％の省エネ効果が期待される。また、空調の設
定温度は、実際の室温と異なる場合が見受けられることから、室内環境として代表的な場所に温度計を設
置し、室温に応じた空調設定温度の変更が重要である。
室内空気の清浄度を確保するために外気の取り入れを実施しているが、外気の負荷が冷暖房の負荷に与
える影響が大きいことが知られている。過剰な外気の取り入れにならないように、室内のCO２濃度を計測
し、適正な外気の取り入れ量となるようにすることは省エネにつながる。また、外気の取り入れの際に排
気される熱を回収できる全熱交換機の設置も省エネ対策として有効である。
照明や空調の運用の工夫に関する取組は、取組の実施が容易なため、照度の抑制や空調温度の抑制を継
続的に実施することが期待される。ただし、エリアや場所において適切な環境を確保することも重要であ
る。
　○製造エリア

製造エリアにおいては、従業員の作業環境の維持の点で過度の照度低下は不適切であり、必要箇所で
の照度の計測などにより、適切な照度を確保し、点灯時間の制御や不要エリアの消灯等を進めていくこ
とが重要である。また、従業員の作業効率の確保や食品衛生上の点から、適切な温度での制御が必要で

表３－３－２　エアコンプレッサの集中化・大型化のメリット・デメリット

資料：長谷川和三　すぐ役に立つ製造現場の省エネ技術－エアコンプレッサ編、２０１２
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あり、空調機の温度設定に頼るのではなく、室温の計測などにより、適切な温度を確保する空調の運転
制御を図ることが重要である。
例えば、加熱工程では空調が効きにくいなど、食品製造ならではの課題もあり、従業員の労働環境と
省エネを両立させる局所空調等の方法がある。なお、冷凍・冷蔵室などは、室内の温度が設定温度より
も過度に低くなっていることがあるため、室温の計測などを実施し、設定温度になるような運転制御を
実施することが重要である。

　○店舗
これまで、店舗の空調や照明で省エネを行うことはサービスの低下に繋がると考えられてきたが、特
に震災後は、店舗での省エネに対してお客様の理解・賛同を得られるようになってきた。店舗の省エネ
を進めるには来店者の理解が重要であり、競合店との過度な快適性の比較にならないよう、適切な規模
の取組を継続するとともに、取組内容・効果をPRし、来店者の理解を得るための働きかけも重要である。
一方、事務所やバックヤードについては、製造工程や店舗内での節電・省エネ取組の不足分を補完す
るために過度な取組を実施している場合も見られる。節電の意識を継続することで無駄なエネルギー消
費を削減しつつ、執務環境の快適性も確保する必要がある。

⑷　未利用熱の回収
食品工場においては、様々な排熱が発生しており、これを熱交換により利用することができれば、ボイ
ラ等からのエネルギー投入量の削減につながることがある。低温の熱についても利用可能性があり、一般
に、嫌気性処理は３５　℃ 程度（低温発酵の場合。高温発酵では５５℃）で行われるため、放流水から未利用熱
の回収を検討することが有効である。また、冷熱についても放流前に熱交換を行うことで、冷却に伴うエ
ネルギーを削減できる可能性がある。

○事例：放流水中の未利用熱の回収
　　カルビー株新宇都宮工場では、嫌気性発酵による廃水処理後の放流水に含まれる未利用熱をヒートポ
ンプによって回収し、再度廃水処理設備の加温に利用している。３５　℃ という比較的低温の放流水からも
熱回収ができることを外部の省エネ専門家に指摘されたことを機にヒートポンプの導入可能性を検討し
たもので、食品工場では全国初となる取組である。処理水の未利用熱を回収することで、ボイラから供
給される蒸気を削減すると同時に、蒸気配管の放熱等も削減し、省エネ・CO２削減に寄与している。さ
らに、河川に放流する処理水の温度が下がることで、自然環境への負荷低減にもつながっている。
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⑸　エネルギーマネジメントシステム
建物や工場内で使用する電力使用量等を計測蓄積し、導入拠点や遠隔での「見える化」を図り、空調・
照明設備等の接続機器の制御やデマンドピークを抑制・制御する機能等を有するエネルギー管理システム
を導入することで、無駄を把握することが可能となり、取組みの改善などにより省エネにつながる。
○事例：電力コックピット
東日本大震災による２０１１年夏の大幅な電力不足に対応するため、カルビーグループでは節電対策の一
つとして、「電力コックピット」を導入している。これは、デマンドコントロール装置を設置した、関東
地区８工場（協力工場含む）の電力使用量を、社内LANをつないだパソコンから誰でも確認できるシス
テムである。拠点別の経営指標を把握するための手段として導入していたシステムを、生産工場の電力
使用量を一目で把握できる形に応用したものである。
日々・時間ごとの電力使用量を見える化し、各工場で個々に節電対策を進めるが、それでも目標（赤
いライン）を超えてしまう可能性がある場合に、工場間で比較的余裕のある他の工場と連絡をとり、東
京電力管内の総量として目標値を超えないようにするといった緊急措置をとることができた。しかし、
見える化によって成果を実感し、モチベーションアップにつながり、緊急措置の発動も月１～２回程度
に止まり、結果的に、２０１１年度のピーク時は２０１０年度のピーク電力値に比べて、約２５％削減された。ま
た、２０１２年度は、他地域においても電力コックピットの導入を拡大して取り組んでいるが、前年の目標
値をコントロールされた値で操業されている。
 

図３－３－４　廃水処理設備に導入したヒートポンプ（システムフロー及び設備写真）
資料：カルビー株資料
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図３－３－５　電力コックピット（２０１１年８月１１日）
資料：カルビー株資料
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４．食品産業における食品ロス削減の取組
フードチェーンでは、メーカー、卸売業、および小売業という流通を経由して消費者に食品が届けられ
る。その取引の過程には、長年の取引のなかで発生し定着してきた商慣習がある。長らく続いてきた商慣
習には強い慣性があり、自助努力で変えるのは難しい。また、そうした商慣習を原因として発生している
食品ロスが存在し、食品ロス削減目標の達成に向けての障害となっている可能性がある。そこで、製･配･
販が業界の垣根を超えて集まり、改善に向けた議論の場を立ち上げることになった。このような経緯で発
足したのが食品ロス削減のための商慣習検討ワーキングチームである。

４－１　ワーキングチームとフードチェーンにおける商慣習の概要
⑴　ワーキングチーム設置の背景と目的
　ⅰ）世界および我が国の食品廃棄の現状

世界の生産量の３分の１にあたる１３億トンの食料が毎年廃棄される一方で、世界の穀物需給がひっ迫
し、食料価格も上昇基調にある中、食品ロスの削減は我が国だけでなく世界的にも大きな課題となって
いる（図４－１－１）。
 

４－１　ワーキングチームとフードチェーンにおける商慣習の概要

図４－１－１　「世界の食料ロスと食料廃棄」に関する調査研究報告書
資料：農林水産省
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　４－１　ワーキングチームとフードチェーンにおける商慣習の概要

我が国における食品の廃棄量については、製･配･販連携協議会４）の返品削減ワーキンググループが調
査を行い、実態が把握されている。それによれば、卸売業からメーカーへの返品は日本全国でおよそ
１,１００億円である（図４－１－２）。メーカーは自らの管理から外れた商品については、それを返品で受
け取った場合は廃棄することが原則となっているので、この多くの商品は廃棄されていると考えられる。
すなわち、我が国でも相当量の食品ロスがあることがわかっている。

　ⅱ）ワーキング設置の目的
今般、わが国では、平成２４年４月から食品リサイクル法における「発生抑制の目標値」が設定され、
食品事業者における食品ロスの削減に向けた取り組みを強化してくこととされたが、これを推進してい
くためには、各企業の努力はもとより、フードチェーン全体で食品ロスの原因となっている商慣習を見
直していくことが必要である。
このような背景を受けて、食品業界において「食品ロス削減のための商慣習検討ワーキングチーム」
を設置することとし、食品産業における食品ロス発生の原因となりうる過剰在庫や納入期限等の商慣習
についてフードチェーン全体で話し合いを行い、その解決を目指していくこととした。

⑵　ワーキングチームの検討体制
ワーキングチームは、フードチェーンに関連する食品製造業・卸売業・小売業の各業界団体から推薦さ
れた企業が参加して商慣習の実態について情報交換するとともに、取組むべき課題を把握し、ワーキング
チームで検討・協議した取組を業界全体へ普及させ、食品業界の体制整備のあり方を検討した。ワーキン
グチームは、財団法人流通経済研究所を事務局として、農林水産省をはじめ、政府機関等との連携を図り
ながら運営された。

⑶　具体的な検討事項と加工食品の商慣習について
　ⅰ）加工食品の実態把握をめざし、アンケートとヒアリング調査を実施、論点を整理

平成２４年度は、賞味期限が比較的長い加工食品を対象として、食品ロス削減のための商慣習を検討す
るため、アンケート調査・ヒアリング調査を実施して業界の実態把握を行い、認識の共有を図るととも
に、今後の方向性を検討した。
ワーキングチームは会合を４回開催した。平成２４年１０月から検討を開始し、業界ヒアリングやアン

図４－１－２　加工食品における返品の発生状況
資料：製・配・販連携協議会

４）メーカー・卸売業・小売業のリーディング企業計４３社が集まり、消費財流通の効率化に向けた検討を行う協議会で、財団法人流通経済研究
所などが事務局を務め、経済産業省等との省庁や業界団体とも連携し、活動を行っている




